

































































































































批判を受けて 1 ユーロジョブは 2014 年以降、縮小させるという方針が打ち出された。それ
に代わる施策として打ち出されたのは、対象者をフルタイムで雇用した従業者に対して 5
年間で 24 カ月を上限として給与の 75％の雇用助成金を支給するというものである。とはい
え、結局のところ 1 ユーロジョブに代わる「中間的就労」としては目覚ましい成果が挙げ
られておらず、近年はむしろ 1 ユーロジョブが復活する傾向が見られる。 
 
（３）デンマーク 
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